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（１）地盤沈下の状況
一般的に地盤沈下は、地下水の過剰採取、* 天然

ガスかん水の採取、構造物等による * 圧密、* 沖積
層の自然圧密等が原因となって起こります。

地下水は生活用水、工業用水、農業用水などとし
て容易かつ安価に採取できるため、生活水準の向
上、各種産業の発展等による水需要の増大や深井
戸さく井技術の発達に伴って大量の地下水が採取
されるようになり、広い地域で地盤沈下が発生し
ました。

本県の地盤沈下は地下水採取と天然ガスかん水
の採取が主な原因となっています。
ア　地盤沈下の推移

地域別に地盤沈下の推移を見ると、東葛、葛南、
千葉・市原、君津地域では、急激な産業の発展、人
口の増加に伴う地下水の採取量の増加や天然ガス
かん水採取量の増加により、昭和 40 年代には年間
20㎝を超える沈下地域も一部には出現していまし
たが、工業用水法、千葉県公害防止条例等の法令や
公害の防止に関する協定等による地下水及び天然
ガスかん水の採取規制・指導、葛南地域における
可燃性天然ガス鉱区の買い上げ等の効果があらわ
れ、地盤沈下は、一部の地域において継続している
ものの、全体的には沈静化の傾向を示しています。

（図表 4-4-1）
北総地域では、近年、地下水採取量は減少傾向に

ありますが、一部地域では地盤沈下が継続してい
ます。

また、九十九里地域では、昭和 48 年まで毎年 10
㎝前後の沈下が見られる地域もありましたが、そ
の後、沈下量は減少しました。しかし、現在でも継
続して地盤沈下が見られる地域があります。

第４節　良好な地質環境の保全

１．現況と課題
私たちの大地は、大気や水とともに物質やエネ

ルギーを循環させる役割を担うとともに、天然資
源の保有、保水や地下水の形成、多種多様な生物の
生態系の維持などの重要な役割も担っています。

地盤沈下は、直接的被害として * 不等沈下や抜け
上がりによる建造物への被害、間接的被害として
低地化による洪水時の浸水被害等の影響を与えま
すが、ゆっくり進行するため公害として認識され
にくい反面、一度、発生すると回復が困難であるな
ど他の公害と異なる側面を持っています。

地下水は、飲用水、工業用水、農業用水等身近な
水資源として広く利用されており、地下水を良好
な状態に保全することは私たちに課せられた責務
です。

もし、地下水が揮発性有機化合物や重金属など
でいったん汚染されると、これを浄化することは
容易ではなく、多額の費用と非常に長い年月を要
することから、地下水汚染の未然防止を図り、「県
民の貴重な水資源」として維持していくことが重要
です。

土壌は、いったん汚染されると、有害物質が蓄積
され、汚染が長期にわたるという特徴があります。

土壌汚染による影響としては、人の健康への影
響や、農作物や植物の生育阻害、生態系への影響な
どが考えられます。

人の健康への影響については、汚染された土壌
に直接触れたり、口にしたりする直接摂取による
リスクと、汚染土壌から溶出した有害物質で汚染
された地下水を飲用するなどの間接的なリスクが
考えられます。
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イ　地盤沈下の状況
地下水及び天然ガスかん水の採取による地盤変

動の状況を監視するため国土地理院の協力を得て、
昭和 35 年から毎年精密水準測量を実施していま
す。

平成 30 年 1 月 1 日と平成 31 年 1 月 1 日の水
準点の標高の差から、平成 30 年の地盤変動量を取
りまとめた結果、調査面積 3,306.3㎢（49 市町村 )
のうち地盤沈下が見られた面積は 2,400.8㎢で平
成 29 年の 910.6 ㎢と比較して増加しました。（図
表 4-4-2、3）

また、沈下量別で見ると、年間沈下量 2㎝以上の
地盤沈下は 69.3 ㎢であり、平成 29 年の 0 ㎢に比
べ増加しました。

なお、平成 30 年の最大沈下地点は富里市高松に
ある * 水準点で、その沈下量は 2.63㎝でした。

図表 4-4-2　地域別・沈下量別地盤沈下面積
� （単位：km2）

注：（　）内は平成29年

※東葛地域：野田市，柏市，流山市，我孫子市，松戸市
　葛南地域：浦安市，鎌ケ谷市，市川市，船橋市，習志野市，八千代市
　千葉・市原地域：千葉市，四街道市，市原市，長柄町
　君津地域：袖ケ浦市，木更津市，君津市，富津市
　北総・東総地域：�成田市，栄町，印西市，白井市，佐倉市，酒々井町，

富里市，芝山町，八街市，香取市，東庄町
　九十九里地域：�銚子市，多古町，旭市，匝瑳市，横芝光町，山武市，

東金市,九十九里町，大網白里市，白子町，茂原市，
長生村，長南町，一宮町，睦沢町，いすみ市，大多喜
町，勝浦市，御宿町

図表 4-4-1　主要地点における経年地盤変動の状況
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図表 4-4-3　地盤変動の状況（1 年間変動図）
� （平成30年 1 月 1日～平成31年 1 月 1日）

調査対象外地域

地盤沈下が見られ
なかった地域

1年間沈下量
2cm以上
1年間沈下量
2cm未満
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（２）地下水位等の変動状況
地下水は、雨水や河川水等の地下浸透により補

給されますが、この浸透は極めて緩慢なため、補給
量以上に地下水を採取すると地下水位が低下し、
これに伴い地層が収縮し、地盤沈下発生の原因と

なります。
このため、県では 30 市町村 86 か所に 139 井の

地下水位観測井（うち * 地盤沈下観測井を兼ねるも
の 53 井）を設置し、地下水位及び地盤沈下（地層
収縮）の観測を行っています。（図表 4-4-4）

図表 4-4-4　観測井位置図

ＷＡＢＫ－１ 
 

関宿－１ 
関宿－２ 

Ｎｄ－１ 
野田－２ 

野田－３ 

野田－１ 

 

松戸－１ 

 内陸Ｗ－２ 

 松戸－２ 

 

Ａｂ－１ 
我孫子－１ 
我孫子－２ 

Ｎ－３ 
Ｎ－４ 
Ｎ－５ 

成田－８ 
成田－９ 
Ｎ－２ 

成田－６ 
成田－７ 
Ｎ－１ 

成田－１ 
成田－２

Ｓｉ－１ 
Ｓｉ－２ 
Ｓｉ－３ 

Ｎ－６ 
Ｎ－７ 
Ｎ－８ 

成田－３ 
成田－４ 
成田－５ 

佐原－１ 
佐原－２ 

市川－４ 
Ｔａ－１ 
Ｔａ－２ 
Ｔａ－３ 

Ｓｂ－２ 

Ｓｂ－１ 

Ｓｂ－３ 
Ｓｂ－４ 
Ｓｂ－５ 

Ｔｏ－１ 
Ｔｏ－２ 
Ｔｏ－３ 
Ｔｏ－４ 
Ｔｏ－５ 

Ｓｎ－１ 
Ｓｎ－２ 
Ｓｎ－３ 
Ｓｎ－４

内陸Ｗ－３ 
佐倉－１ 
Ｓａ－１ 

船橋－６ 

市川－１ 
市川－２

Ｗ－１７ 
Ｗ－１３ 
Ｗ－１４ 
Ｗ－１５ 
市川－３ 
市川－５ 
市川－６ 
市川－７ 

浦安－１ 
浦安－２ 
浦安－３ 

船橋－１ 
船橋－２ 

Ｗ－１６ 

内陸Ｗ－１ 

習志野－１ 
習志野－２ 

八千代－１ 
八千代－２ 
八千代－３ 
Ｙｏ－１ 
Ｙｏ－２ Ｙｃ－１ 

Ｙｃ－２ 
Ｙｃ－３ 

九十九里－２ 

九十九里－４ 

九十九里－５ 

九十九里－１ Ｗ－５ Ｔ－１ 

Ｗ－４ 
Ｗ－２８ 

市原－１ 
Ｗ－８ 

Ｗ－６ 

Ｗ－２ 

Ｗ－１ 
Ｗ－２９ 
Ｗ－９ 

Ｗ－３１ 

木更津－１ 

Ｗ－２０ 

君津－１ 

Ｗ－２１ 

１Ａ 
１Ｂ 

Ｔ－２ 

２Ａ 
Ｗ－３２ 

４Ａ 
４Ｂ 
袖ケ浦－１ 
袖ケ浦－２ 
袖ケ浦－３ 

 ５Ａ 
５Ｂ 

Ｓｏ－１ 
Ｓｏ－２ 

Ｉｃ－３ 

Ｉｃ－４ 

Ｗ－１１ 

Ｉｃ－１ 
Ｉｃ－２ 

Ｉｃ－５ 

Ｉｃ－６ 

凡 例 

ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ－数字 
 

地下水位観測井 

漢字－数字 
 

地盤沈下観測井 

 

ＷＵＲＹ－１ 

ＷＩＣＫ－１ 
ＷＮＲＳ－１ 

船橋－３ 
船橋－４ 
船橋－５ 

Ｗ－３ 

Ｗ－１８ 

柏－１ 

ＷＫＴＲ－１ 

ＷＣＢＡ－１

ＷＳＤＧ－１ 

ＷＣＨＯ－１ 

ＷＩＣＮ－１ 



―179―

り、用途別に見ると水道用が全体の 56.4% を占め
ています。（図 4-4-7）

また市町村別では、市原市、八千代市、佐倉市、
柏市、野田市、四街道市が多い状況です。

（４）東日本大震災による液状化－流動化の状況
平成 23 年の東日本大震災では、東京湾岸埋立地

域、利根川下流地域、九十九里地域等で、人工地層
（埋立や盛土といった人工的に作られた地層）を中
心に * 液状化－流動化現象が発生しました。（図表
4-4-8）

東京湾岸埋立地北部では全域が一様に液状化
－流動化したわけではなく、幅 50m 程度・長さ
100m 程度の局所的な部分に集中して、数十㎝もの
沈下が複数の箇所で発生しました。

このような沈下は、過去の地震でもほとんど例
がなく、液状化の被害が大きかった地域から順次

ア　地下水位の状況
地下水位は、急激な都市化、工業化の発展に伴う

過剰な地下水採取が行われた地域では、大きく低
下しました。その後、工業用水法を始めとする法令
等に基づく地下水の採取規制及び地下水から表流
水への水源転換等により、一部の地域では地下水位
が徐々に上昇し、千葉・市原地域及び君津地域では、
自噴井も再び見られるようになっています。
イ　地盤沈下（地層収縮）の状況

地盤沈下観測井による地層別の収縮量の観測を
行っています。（図表 4-4-5）

（３）地下水揚水量の推移及び現状
法・条例による地下水採取規制区域内では、工

業用・農業用等の特定の用途での地下水採取規制
を行うとともに、環境保全協定等の地下水採取削
減指導により、地下水揚水量は経年的には減少傾
向にあります。（図表 4-4-6)

平成 30 年の地下水揚水量は、１日当たり 437.2
千㎥で、平成 29 年の地下水揚水量とほぼ同じであ

図表 4-4-7　地域別・用途別地下水揚水量
� （単位：千㎥ /日）
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図表 4-4-5　地盤沈下観測井による観測結果

図表 4-4-6　地下水揚水量の経年変化

注１：変動量は＋は膨張したことを、－は収縮したことを示します。
注２：千葉－１（東寺山）観測井は欠則によります。

注１：（　）内は平成29年の揚水量。
注２：揚水量は、年間揚水量を365日で除して示しています。
注３：揚水量は、四捨五入しているため、各地域の計と、合計が異な

る場合があります。
注４：各地域の市町村名

東葛：野田市、柏市、流山市、松戸市、我孫子市
葛南：浦安市、市川市、船橋市、鎌ケ谷市、習志野市、八千代市
千葉・市原：千葉市、四街道市、市原市、長柄町
君津：木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市
北総：成田市（旧大栄町を除く）、佐倉市、八街市、印西市、白井市、

栄町、富里市、酒々井町、山武市（旧山武町に限る）、芝山町
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（ア）概況調査
県内の地下水質の状況を把握するため、県全域

を 2㎞のメッシュ（場所によっては 1㎞メッシュ）
に分割し、10 年又は 5 年で県内全域を調査してい
ます。

平成 30 年度は 186（県実施 103）本の井戸を測
定し、39（県実施 17）本の井戸で地下水の環境基準
を超過し、その内訳は、9 本で砒素、1 本でトリク
ロロエチレン、1 本でテトラクロロエチレン、27
本で硝酸性窒素及び亜硝酸窒素、1 本でふっ素が
環境基準を超過していました。
（イ）継続監視調査

地下水汚染が確認された地域の汚染状況を継続
的に監視するため、汚染地域においてモニタリン
グのための井戸を選定し、水質を調査しています。

平成 30 年度は、測定した井戸 131( 県実施 39)
本のうち、91( 県実施 29) 本の井戸で環境基準の超
過が継続していました。

（６）地下水の主な汚染原因
鉛、砒素、ふっ素、ほう素については、周辺に当

該物質を使用する事業場はなく、自然由来による
ものと推定されます。

六価クロムについては、当該物質を使用してい
た事業場が原因であることが特定されています。

揮発性有機化合物等については、当該物質を使
用していた事業場に起因するものと考えられます。

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素については、主に
畑地への施肥、家畜排せつ物などに起因するもの
と考えられます。

（７）土壌汚染の状況
ア　農用地の状況

農用地土壌の重金属濃度については、県内全域
の 20 地点を対象に調査を実施しています。

これまでに、「農用地の土壌汚染防止等に関する
法律」に基づく農用地土壌汚染対策地域の指定はあ
りません。

観測井を設置し、地下水位の観測を行っています。
また、発生メカニズムについては十分な解明に至っ
ておらず、引き続き調査しています。

（５）地下水汚染の状況
ア　地下水汚染の確認事例

県内の平成 30 年度末現在の地下水汚染の確認事
例数（地下水の水質汚濁に係る環境基準（28 項目）
の超過）は 51 市町村で 1,018 地区であり、そのう
ちトリクロロエチレン等揮発性有機化合物による
汚染が確認されているのは 29 市町の 146 地区、砒
素等重金属等による汚染が確認されているのは 38
市町村の 289 地区、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
による汚染が 40 市町の 579 地区等となっていま
す。
イ　地下水の水質状況

県は、水質汚濁防止法に基づき毎年度測定計画
を定め、地下水質の汚濁状況を常時監視していま
す。

図表 4-4-8　�東日本大震災による液状化－流動化現
象発生地点
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技術基準に適合しない揚水施設による地下水の採
取は原則として禁止されています。
（イ）指導
ａ　環境保全協定に基づく指導

千葉市から富津市に至る東京湾臨海部の企業に
対しては、法令等による地下水の採取規制に加え、
環境保全協定に基づき、地盤沈下対策として地下
水の採取を可能な限り削減するよう指導してきま
した。
ｂ　地盤沈下の防止に関する協定に基づく指導

天然ガス採取については、地盤沈下に対する影響
が大きいことから、千葉地域、成田地域及び九十九
里地域の天然ガス採取企業 10 社と「地盤沈下の防
止に関する協定」を締結するとともに、そのうち現
在もガス井戸を保有している 9 社とは「地盤沈下
の防止に関する細目協定」を締結し、天然ガスかん
水地上排水量の削減等を指導しています。

具体的には、①市街地内や標高 5m 未満の地域
等では原則として新規のガス井戸の開発をしない、
②開発地域ごとの地上排水量の上限値を設定し遵
守するなどを内容とする基準を定めています。

平成 27 年度には平野部（標高 5m 未満）におけ
る 4 年間の累積沈下量が 3cm を超える地域をな
くすなどの目標を厳しくして、細目協定を改定・
締結しました。

なお、天然ガスかん水地上排水量は近年ほぼ横
ばいの状況です。（図表 4-4-9）

イ　市街地の状況
土壌汚染対策法（平成 15 年 2 月施行）に基づき、

土地所有者等が土壌汚染の状況を調査した結果、
基準の超過があった土地は要措置区域等に指定さ
れます。平成 31 年 3 月末現在で要措置区域が 19
件、形質変更時要届出区域が 90 件となっています

（土壌汚染対策法の政令における指定市を含む）。

２．県の施策展開
（１）地盤沈下対策の推進

地盤沈下防止対策は、水準測量による地盤変動
状況や、観測井による地下水位及び地層収縮の状
況を監視するとともに、法令等に基づく地下水採
取規制、並びに東京湾臨海部企業と締結している
環境保全協定及び天然ガス採取企業と締結してい
る地盤沈下の防止に関する協定に基づく地下水・
天然ガスかん水の採取削減指導等を行っています。
さらに、地下水の代替水の供給事業や、地盤沈下に
起因して発生する高潮被害・浸水被害の防止など
にも努めています。
ア　工場・事業場に対する規制・指導
（ア）規制　

地下水の採取については、工業用水法、建築物用
地下水の採取の規制に関する法律及び千葉県環境
保全条例に基づき、工業用、建築物用、水道用及び
農業用等の地下水の採取を規制しており、これら
法令等の指定地域（千葉市を含む 25 市 4 町）では

図表 4-4-9　天然ガスかん水地上排水量の推移
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ｂ　工業用水道の整備
県営工業用水道は、現在 7 地区で 282 社 ( 平成

30 年度末 ) に給水しています。（図表 4-4-11）

これらの工業用水道事業は、工業開発に伴う産
業基盤の整備を図ることを目的とする一方、地盤
沈下の進行する地域においては、地下水の代替水
源として表流水を供給する地盤沈下対策として整
備が進められてきました。
　7 地区のうち東葛・葛南地区工業用水道事業は、
地盤沈下対策事業であり、約12.7 万㎥ /日の給水
能力で、平成30年度は約10.7 万㎥ /日の工業用水

ｃ　その他の指導
大規模な宅地造成等の開発の事前審査に際し、

地下水の保全を図るとともに地下水のかん養を促
進するため、透水性の高い舗装や浸透桝等の工法
の採用及び地下浸透しやすい緑地等の地区を設け
ること等を指導しています。
イ　関連基盤整備対策
（ア）地下水の代替水源の確保

県の水供給については、県内河川及び利根川水
系の水源開発、水の有効利用促進など幅広い施策
をとっていますが、県内河川については本県の地
形的制約から多くを望めず、主に利根川水系に依
存せざるを得ない状況にあります。

利根川水系の水源開発は、「利根川水系及び荒川
水系における水資源開発基本計画」に沿って実施さ
れており、県は国及び水源県に対してダム等の水
資源開発施設の建設が推進されるよう積極的な働
きかけと協力を行っているところです。

県では表流水の確保見込量を勘案しながら、上
水道及び工業用水道事業の整備を進めています。
ａ　上水道の整備

本県の水道事業としては、地盤沈下防止と増加
する水需要に対する長期安定水源としての表流水
の確保が必要であり、計画的かつ効率的な水源確
保とその有効利用を図るため水道の広域的整備が
進められてきました。

この一環として、広域的な水道用水供給事業は、
現在 6 事業が実施されています。（図表 4-4-10）

図表 4-4-10　水道用水供給事業の概要

図表 4-4-11　県営工業用水道事業の概要

※給水能力欄の（　）内は全体計画です。

用水供給

事業体

給水

開始

年月

供給先事業体 水源

計画一日

最大給水

量㎥/日

九十九里地域

水道企業団

昭和 52年

7月

八匝水道企業団

外 2事業体
利根川水系 194,100

北千葉広域

水道企業団

昭和 54年

6月

千葉県営水道、

松戸市外 6事業体
利根川水系 525,000

東総広域

水道企業団

昭和56年

10月
銚子市外 2事業体 利根川水系 45,800

君津広域※

水道企業団

昭和 55年

7月

千葉県営水道、

木更津市外 3事業

体

小櫃川水系 205,000

印旛郡市広域

市町村圏事務

組合

昭和57年

12月
成田市外 8事業体 利根川水系 166,700

南房総広域

水道企業団

平成8年

10月
鴨川市外 7事業体 利根川水系 42,330

地区名 給水区域

給水
能力※

㎥/日

工期

(年度) 
備考

東葛・葛南
市川市、船橋市、松戸市、

習志野市、千葉市の一部
127,200 S41～H5

地盤沈下

対策

千葉
千葉市、市原市、

袖ケ浦市の一部

121,200

(125,000)
S42～S49

基盤整備

事業

五井市原 市原市の一部 120,000 S34～S39 〃

五井姉崎
佐倉市、市原市、

袖ケ浦市の一部
401,760 S37～S45 〃

房総臨海

千葉市、木更津市、

佐倉市、市原市、

茂原市、袖ケ浦市の一部

172,800

(280,000)
S45～ 〃

木更津南部
木更津市、君津市、

富津市の一部
206,000 S42～H元 〃

北総
成田市、芝山町、横芝光町

の一部
1,600 H4～H5 〃

※君津広域水道企業団は、平成31年 3 月31日をもって解散し、平成31
年 4 月 1 日からかずさ水道広域連合企業団として事業を開始しました。
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ｃ　地盤沈下対策補助事業
県内で地盤沈下が生じている地域の内水排水対

策として関係市町村が実施する排水機場及び導水
路の建設に対し、県は補助金を交付し、その促進を
図っています。（図表 4-4-14）

ｄ　地盤沈下等への農林事業
九十九里地域で地盤沈下や上流域の開発行為に

より、農地や宅地等に湛水被害が生じている地域
において排水機場や排水路等の修復事業を国、県、
市町村の負担により、県が実施しています。（図表
4-4-15）

を供給しており、地盤沈下防止に効果を発揮して
います。
（イ）併発災害対策
ａ　港湾海岸高潮対策事業

地盤沈下地域においては、高潮により大きな被
害が生じることが予想され、高潮被害の防止対策
は、地下水汲上げ規制などの地盤沈下防止対策と
並んで重要です。

県内の港湾関係海岸 7 海岸のうち、千葉港海岸
及び木更津港海岸では、背後に人口集中地域を有
し、高潮時には浸水により大きな被害が予測され
るため、護岸、胸壁、陸閘、水門及び排水機場等の
整備を行っています。（図表 4-4-12）

ｂ　地盤沈下対策河川事業
葛南地区（浦安市、市川市及び船橋市）は、地形

的に平坦であるため、過去の地盤沈下によりゼロ
メートル地帯が分布し、平常の満潮時や小降雨に
よっても河川の流下が妨げられ、低地にある工場・
住宅等で浸水の被害が生じるおそれがあります。

このような地盤沈下による低地の内水排除を行
うため、河道等の整備を行っています。（図表 4-4-
13）

図表 4-4-12　港湾海岸高潮対策事業の概要
〔千葉港海岸〕� （単位：百万円）

図表 4-4-13　地盤沈下対策河川事業（国庫補助）
� （単位：百万円）

図表 4-4-14　地盤沈下対策河川事業（県費補助）
� （単位：百万円）

〔木更津港海岸〕� （単位：百万円）

生
活
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年 度 事業費 事業の概要

排水機場 11 基、水門 18 基

陸閘 59 基、護岸・胸壁 1 式

の整備および改修
陸閘・胸壁の嵩上

水門・排水機場の改修、護岸
の補強

Ｓ37～Ｈ14 27,266

Ｈ15～Ｈ30 3,419

年 度 事業費 事業の概要

4,584

排水機場 1 基、水門 5 基

陸閘 13 基、護岸・胸壁 1 式

の整備および改修

1,394

排水機場 1 基（整備）

水門 1 基（整備）

胸壁・護岸・陸閘の補強、
嵩上げ

Ｓ41～Ｈ14

Ｈ15～Ｈ30

年度 総事業費 事業河川

22,663
真間川、秣川、境川、猫実
川、海老川、堀江川、高谷
川

799 境川、高谷川

404 境川、高谷川

252 境川、高谷川

468 境川、高谷川

0 対象事業なし

Ｓ46～Ｈ22

Ｈ23

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27～Ｈ30

年度
事業費

（県補助額）
関係市町

5,241

浦安市、市川市、船橋市、
一宮町、白子町、大網白里
町、成東町、茂原市、小見川
町、睦沢町、香取市

13 香取市

16 香取市

14 香取市

0 対象事業なし

36.4 白子町

32 茂原市

32 茂原市

32 茂原市

Ｓ43～Ｈ22

Ｈ23

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

Ｈ30
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動化の発生要因の解明を進め、その予測や対策に
役立てていきます。（図表 4-4-16）

（３）地下水保全対策・土壌汚染対策の推進
地下水保全対策については、水質汚濁防止法及

び千葉県環境保全条例に基づき、地下水の常時監
視を行うとともに、有害物質の地下浸透禁止や地
下水汚染の浄化措置等の事業者指導を行っていま
す。平成 24 年 6 月には改正水質汚濁防止法が施
行され、有害物質による地下水汚染の未然防止を
目的として、有害物質使用特定施設等の構造基準
が追加されました。

土壌汚染対策については、土壌汚染対策法に基
づき、土壌汚染状況調査を進め、判明した汚染地域
を要措置区域等に指定するとともに、土地所有者
等に対し適正な措置を図るよう指導を行っていま
す。

また、地下水汚染や土壌汚染の未然防止を目的
として、事業者が自主的に取り組む対応方法を定
めた「千葉県地質汚染防止対策ガイドライン」を平
成 20 年 7 月に作成（平成 31 年 3 月改訂）し、周
知を図っています。

ウ　今後の対策の検討
千葉県においては一部地域において依然として

地盤沈下が継続しています。
そのため、平成 25 年度に技術的、専門的見地か

ら意見を聴くため、学識経験者からなる千葉県　
地質環境対策審議会を設置しました。今後とも、地
盤沈下に関する重要事項について助言をいただき
ながら、効果的な地盤沈下対策を行っていきます。

（２）液状化－流動化のメカニズムの解明
震災による液状化－流動化の予測や対策には、

液状化－流動化のメカニズムを明らかにしていく
必要があります。これまでの調査により、液状化－
流動化は地下水位が地表から浅く、ゆる詰まりの
人工地層内で見られることが分かってきましたが、
その解明にはさらに詳細なデータ収集、解析が必
要となります。

そこで、県では、平成 25 年度から平成 29 年度
までに東日本大震災で液状化－流動化が見られた
浦安市、習志野市、市川市、千葉市、香取市、我孫
子市、袖ケ浦市、銚子市及び一宮町の埋め立て地
に、人工地層の地下水位を把握するための観測井
を計９か所設置し、地下水位を観測しています。

また、地下水位以外にも、地震による地中の揺れ
の違いや地下水圧の変化を観察するため、地中地
震計や間隙水圧計を、平成 25 年度に千葉市内の液
状化地に、平成 26 年度に千葉市内の非液状化地に
それぞれ１か所ずつ設置しました。

これらの計器により今後継続的に基礎データを
収集するとともに、測定結果を解析し、液状化―流

図表 4-4-15　�九十九里地域における湛水防除事業及
び地盤沈下対策事業

図表 4-4-16　�地下水位観測井、地中地震計、間隙水
圧計の設置状況

地域数 関係市町村
受益面積

（ha）

事業費

（千円）

完了地区 29地区 7市 5町 1村 5,136.61 31,720,625

実施中

地区
4 地区 1市 2町 1村 1,253.70

8,785,700

(うち平成 30年度)

1,240,508

完了、実施中

関係市町村

(7市5町1村)

匝瑳市、横芝光町、山武市、東金市、旭市、九十

九里町、大網白里市、白子町、茂原市、長生村、

一宮町、睦沢町、いすみ市

設置

年度

地下水位観測井

設置場所

地中地震計、

間隙水圧計設置場所

H25 浦安市高洲 9-4-1 千葉市美浜区高洲 3-3-11

H26
習志野市香澄 4-6-1  

千葉市美浜区真砂 1-12-15
市川市塩浜 3-10-18

H27
千葉市美浜区高浜 3-1-3 

設置なし

香取市佐原ロ 2127

H28
我孫子市都 18-9 

設置なし
袖ケ浦市長浦拓 2 号

580-148

H29
銚子市長塚町 1-1-41

設置なし
長 生 郡 一 宮 町 東 浪 見

6958 番 1 
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及び亜硝酸性窒素に係る地下水保全対策実施方針」
を策定し、効果的な対策の推進に努めています。

また、平成 30 年度に、施肥基準を作成・配布
(1,200 部 ) しました。
ウ　汚染地下水の浄化対策の推進

揮発性有機化合物による汚染が確認された場合
は、市町村が実施する汚染機構解明調査や汚染除
去対策に対して助成を行っています。

また、市町村が実施する汚染防止対策が円滑に
推進されるよう技術的援助を行っています。
エ　土壌汚染対策の実施
（ア）農用地の対策

農用地における土壌中の重金属等の蓄積防止に
係る管理基準として、土壌中亜鉛含有量が 120mg/
kg と定められています。また、肥料取締法では、
汚泥肥料等については、含有を許される有害成分
の最大量が定められています。

県では、下水・し尿汚泥等の土壌別、地域別施用
基準を定め、重金属類の蓄積防止を図っています。
（イ）市街地の対策

土壌汚染対策法では、土地所有者等に対し、有害
物質使用特定施設の使用の廃止時、又は一定規模

（900㎡又は 3,000㎡）以上の土地の形質変更届出
等において当該土地に汚染のおそれがあると県が
認める時に、土壌汚染状況調査の実施を義務付け
ています。県は、調査の結果指定基準を超過した土
地について、健康被害が生じるおそれがある場合
は要措置区域に、健康被害が生じるおそれのない
場合は形質変更時要届出区域に指定します。要措
置区域においては汚染除去等の措置と土地の形質
変更の原則禁止が、形質変更時要届出区域におい
ては土地の形質変更時の届出が求められています。

また、県では、千葉県環境保全条例及び千葉県地
質汚染防止対策ガイドラインにより、事業者に有
害物質の使用、製造、貯蔵等の適正な管理を求めて
います。

ア　地下水汚染確認時の対応
飲用井戸において地下水の汚染を確認したとき

は、県及び市は、速やかに井戸の所有者に対する飲
用指導を行っています。

また、市町村は、周辺の井戸の利用状況等を調査
し、関係する住民に地下水汚染の状況等の周知を
図るとともに、汚染の実態に応じた対策を行って
います。
イ　地下水の汚染防止対策
（ア）事業者指導

県は、地下水の汚染防止及び汚染除去対策の推
進を図るため、水質汚濁防止法、千葉県環境保全条
例及び千葉県地質汚染防止対策ガイドラインに基
づき、有害物質使用特定施設の工場又は事業場の
指導、地下水質の監視、地下水汚染が判明した場合
の飲用指導、汚染機構解明調査及び汚染の除去対
策を市町村と協力して実施しています。

平成 24 年 6 月施行の改正水質汚濁防止法では、
地下水汚濁の未然防止のため、有害物質の使用、貯
蔵施設の設置者に対し、施設の構造及び使用の方
法に関する基準の遵守を義務付ける規定等が設け
られました。

県では、これらの規定に基づき届出がされてい
る 248 件（平成 31 年 3 月現在）の有害物質使用特
定事業場等に対し指導をしています。
（イ） 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地下水の

汚染防止対策
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、他の項目に比

べ環境基準超過率が高い状況が続いており、この
ため、平成 15 年度から平成 19 年度にかけ、モデ
ル地区 3 箇所を選定し、土壌の汚染状況を把握す
るための汚染機構解明調査を実施しました。

また、平成 23 年度から平成 25 年度にかけて横
芝光町内で、平成 26 年度から平成 29 年度にかけ
て富里市内で汚染状況調査を実施しました。

硝酸性窒素等による地下水汚染は、生活排水、家
畜排せつ物の不適正処理、畑地への過剰施肥等、原
因が多岐にわたり、汚染機構が複雑であることか
ら、県及び市町村等の関係機関が連携して対策に
取り組むため、平成 21 年 3 月「千葉県硝酸性窒素
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３．環境基本計画の進捗状況の点検・評価等
（１）指標の現況

項　目　名 基準年度 現況 目　標

2㎝以上の地盤沈下面積 11.7㎢
（平成 18 年）

69.3㎢
（平成 30 年）

無くします
（早期達成 )

地下水の環境基準達成率

84.2%
（平成 18 年度）

全国平均
93.2%

79.0%
（平成 30 年度）

全国平均
94.5％

（平成 29 年度）

全国平均並みの達成率を確保
します

（平成 30 年度）

（２）評価

　2㎝以上の地盤沈下面積は、基準年度を超過しており、引き続き注視が必要です。
地下水の環境基準達成率は、基準年度を下回っており、対策を推進していく必要があります。

（３）平成 30年度の主な取組、分析及び今後の対応
【平成 30 年度の主な取組】
①地盤沈下対策の推進
ア　地盤沈下の状況監視
・49 市町村（調査面積：3,306.3㎢）について、精密水準測量により地盤変動状況の監視を行いました。
・30 市町村 87 か所 139 基の観測井により、地下水位及び地層収縮量の監視を行いました。
イ　工場・事業場の揚水量の指導
・「環境保全協定（地下水採取制限について定めのあるもの）」を締結している 25 社 29 工場について、全て

の工場で地下水採取量の協定値を遵守していることを確認しました。
・「地盤沈下の防止に関する協定」を締結している 10 社のうち、天然ガスかん水の採取を行っている 8 社に

ついて、天然ガスかん水地上排水量の協定値の遵守や削減等を指導しました。
ウ　液状化―流動化メカニズムの解明
・液状化―流動化のメカニズムを解明するため、浦安市、市川市、習志野市、千葉市、香取市、我孫子市、袖

ケ浦市、銚子市及び一宮町に設置した観測井で地下水位等の観測を行いました。
・液状化―流動化現象が著しかった浦安市日の出地区でボーリング調査を実施し、人工地層とその下にある

縄文時代以降の軟弱な地層の状態などについて調査を実施しました。
②　地下水保全対策・土壌汚染対策の推進
ア　地下水の水質の監視
・井戸の概況調査 186 本、継続監視調査 131 本を行いました。
イ　地下水の汚染防止対策
・事業者が自主的に地質汚染の未然防止対策や汚染確認に取り組む際の具体的な対応方法を定めた「千葉県

地質汚染防止対策ガイドライン」について、地下水汚染判明時に機構解明調査を実施することを盛り込む
改訂を行い、パンフレットを作成し普及啓発を行いました。
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・硝酸・亜硝酸性窒素による地下水汚染対策として、「千葉県硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素に係る地下水保
全対策実施方針」に基づき、汚染地区の地下水質状況調査を実施するとともに、有効な対策を検討するた
め、原因の一つと考えられる農地からの窒素流出メカニズムを調査しました。
ウ　汚染地下水の浄化対策の推進
・揮発性有機化合物による汚染が確認された市町村のうち、平成 30 年度は、一宮町ほか 8 市町が実施した

汚染機構解明調査及び成田市ほか 10 市町が実施した曝気処理装置等による汚染除去対策に対して助成を
行いました。

・市町村が実施する汚染防止対策が円滑に推進されるよう技術的援助を行いました。
エ　土壌汚染対策の実施（土壌汚染対策法の政令における指定市分を除く）
・土壌汚染対策法に基づき、要措置区域等の指定・解除を 13 件行いました。 
・一定規模以上の土地の形質変更時の届出 281 件を受理し、当該届出を契機とする調査命令を平成 31 年度

に 1 件発出しました。
・土地所有者の自主調査結果による区域の指定申請を 6 件受理しました。

　
【分析（目標達成阻害要因、状況の変化、課題等）】
・2㎝以上の地盤沈下は 69.3㎢で発生しており、前年度（発生なし）と比べ増加しています。
・液状化―流動化メカニズムの解明には、人工地層の地下水位の把握や人工地層及びその下にある軟弱な地

層の把握などが必要です。
・地下水汚染が発生した場合、その対応には長期間にわたる浄化等の取組が必要となります。また、浄化に

あたっては、多額の費用を要します。
　

【分析結果を踏まえた今後の対応方針】
・地下水及び天然ガスかん水の揚水に係る規制等を引き続き実施し、地盤沈下の防止に努めていきます。
・ボーリング調査の結果、地下水観測井の観測結果などを収集・解析して、液状化―流動化メカニズムの解

明に努めていきます。
・地下水汚染が判明した場合は、市町村と連携し地下水汚染の浄化を推進します。
・県は、市町村が実施する汚染機構解明調査や浄化対策等に対し、引き続き技術的助言や財政的支援を行っ

ていきます。
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図表 4-4-18　地下水の環境基準達成率


